事務連絡
令和５年９月６日


　（公社）愛媛県宅地建物取引業協会
　（公社）全日本不動産協会愛媛県本部
愛媛県土木部道路都市局建築指導課
特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（事業者編）の改正に

ついて

　平素より、番号制度における特定個人情報の適正な取扱いについては、格別の御配慮を賜り、厚く御礼を申し上げます。

　さて、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号。以下「番号法」という。）に基づき、特定個人情報の適正な取扱いを確保するための具体的な指針として定められている「特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（事業者編）」（平成26年特定個人情報保護委員会告示第５号）について、この度、個人情報保護委員会（個人情報の適正な取扱いを確保するために国に設置されている第三者機関）から、下記のとおり改正した旨の通知がありましたので、当該ガイドライン及び関係資料を送付いたします。

ついては、貴協会に所属する事業者に周知いただきますようお願いします。
記
１．改正概要
・マイナンバーの利用範囲の拡大（社会保障制度、税制及び災害対策に関する分野に加え、その他の行政分野が追加）に伴い、ガイドラインの改正が行われたもの。
２．添付資料
○新旧対照表（事業者編）

・事業者ガイドライン

３．その他
　　　当該ガイドラインに関する内容や相談については、個人情報保護委員会のホームページ（下記URL）を参照いただくか、または同委員会へお問い合わせ願います。
　　【URL】https://www.ppc.go.jp/legal/policy/
御中








